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だろうか。
注
１）私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法
律（昭和22年４月14日法律第54号）。以下，条文
の番号は，特にことわらない限り，独禁法の条
文を指す。
２）平成14年５月29日法律第47号。
３）送達とは，訴訟法上，訴訟手続に必要な書類を
法定の方式に従って当事者や訴訟関係人に交付
し，その内容を通知する行為である。独禁法を
はじめ各種行政法規においても一定の行政処分
の効力を発生させるための方式として，送達に
関する規定が存在する。各種行政法規における
送達方法の例については，菅久修一・小林渉『平
成14年改正独占禁止法の解説～一般集中規制と
手続規定等の整備～』，219ページ以下参照。
４）平成13（2001）年８月に公表された『独占禁止
法研究会手続関係等部会報告書』においては，
外国事業者に対する書類の送達手続について検
討がなされていた（13ページ以下参照）。
５）なお，平成17（2005）年の独禁法改正（平成17
年４月27日法律第35号）により，書類送達規定
について条文の番号に変更が生じたものの，内
容において実質的な変更点はない。以下，本稿
では，平成17年改正後の独禁法の条文番号を引
用する。
６）平成14（2002）年改正以前は，送達すべき書類
の範囲に関する規定は存在せず，その範囲は明
確でなかった。しかし，平成14年改正による公
示送達の導入に伴い，法文上，送達手続の対象
となる書類の範囲が規定された。
７）公正取引委員会の審査に関する規則（平成17年
10月19日公正取引委員会規則第５号）。
８）公正取引委員会の審判に関する規則（平成17年
10月19日公正取引委員会規則第８号）。
９）菊池ほか『続コンメンタール独占禁止法』勁草
書房，1995年，198ページ。
10）公取委審判審決昭和47年８月18日，審決集19巻
197ページ。
11）ノーディオン事件（公取委勧告審決平成10年９
月３日，審決集45巻148ページ）においては，日
本に住所等を有しないカナダ所在の外国事業者
ノーディオン社に対して独禁法が適用されてい
る。これは，ノーディオン社が，日本における
代理人（弁護士）に公取委からの書類の受領権
限を付与していたことによるもので，この方法
により，常に外国事業者に対して書類の送達が
可能となるわけではない。
12）独占禁止法渉外問題研究会報告書『ダンピング
規制と競争政策 /独占禁止法の域外適用』大蔵
省印刷局，1990年，76ページ。
13）山本草二『国際法（新版）』有斐閣，1994年，
240ページ参照。
14）民訴法の分野において，外国における送達の実
施を可能とするものとして，「民事訴訟手続に関
する条約」（昭和45年６月５日条約第６号）と
「民事又は商事に関する裁判上及び裁判外の文書
の外国における送達及び告知に関する条約」（昭
和45年６月５日条約第７号）が多国間条約とし
て締結されている。また，これらの条約を実施
するための国内法として，「民事訴訟手続に関す
る条約等の実施に伴う民事訴訟手続の特例等に
関する法律」（昭和45年６月５日法律第115号）
があり，その詳細な手続については，「民事訴訟
手続に関する条約等の実施に伴う民事訴訟手続
の特例等に関する規則」（昭和45年７月７日最高
裁判所規則第６号）が定めている。
15）ただし，外国事業者の行った独禁法違反行為に
対して損害賠償，差止請求等の民事救済を求め
る場合には，前掲注（14）記載の書類送達に関
する国際的な枠組みを利用することは可能とな
る。
16）菅久ほか・前掲注（３）42ページ。
17）審査規則４条によると，公取委は，公示送達が
あったことを官報又は新聞紙に掲載することが
できる。また，外国においてすべき送達につい
ては，公取委は，官報又は新聞紙への掲載に代
えて，公示送達があったことを通知することが
できる。
18）独禁法70条の18第１項所定１号乃至３号参照。
19）独禁法６条の規制対象である国際契約等につい
ては，独禁法上，その定義規定は存在しない。
しかしながら，契約当事者及び契約内容の両方
に渉外性がある場合には，国際契約等に該当す
ると一般に理解されている（今村ほか編『注解
経済法（上巻）』青林書院，1985年，305ページ，
厚谷ほか編『条解独占禁止法』弘文堂，1997年，
244ページ）。
20）なお， 平成10（1998）年の独禁法改正により，独
禁法第４章の企業結合規制の適用対象が法文上，
「国内の会社」から「会社」に改められた。これ
により，外国事業者の外国での企業結合に対す
る独禁法の適用が明示的に認められた。このよ
うな効果主義に基づく独禁法の適用は，企業結
合規制だけでなく，全ての独禁法違反行為につ
いてあてはまるものと考える。
21）厚谷ほか編・前掲注（19）242ページ以下参照。
22）昭和22（1947）年制定時の原始独禁法においては，
当時の６条で，日本の事業者が外国事業者との
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Nov. 2005
間で当時の４条各号に該当する国際契約等を締
結することを禁止していた。これは，アメリカ
の当時の国際カルテル全面禁止政策を反映する
ものであったとされる（小原喜雄『国際的事業
活動と国家管轄権』有斐閣，1993年，84ページ
以下参照）。
23）最判昭和59年２月24日，刑集38巻４号1287ペ―ジ。
この最高裁判決の後，業務用ストレッチフィル
ム価格カルテル事件（東京高判平成５年５月21
日，高刑集46巻２号108ページ），社会保険庁シ
ール入札談合事件（東京高判平成５年12月14日，
高刑集46巻３号322ページ）においても，合意時
点で不当な取引制限が成立することが示されて
いる。
24）最判昭和50年11月28日，民集29巻10号1592ページ。
25）詳細については，村上政博・植村吉輝「不公正
な取引方法を内容とする国際契約規制の展開」
『横浜国際経済法学』第８巻第３号，53ページ以
下参照。
26）不公正な取引方法を内容とする国際契約等に対
する独禁法の適用事例の詳細な検討については，
村上ほか・前掲注（25）参照。
27）法違反行為に対して予定されている実効性確保
の方法・手段という広い意味で使用する。以下，
同様。
28）平成14年独禁法改正により，既往の違反行為に
対する措置規定の対象行為として６条違反行為
が追加された。
29）平成17年独禁法改正により，（１）商品又は役務
の対価に係るもの，又は（２）商品又は役務に
ついて，①供給量又は購入量，②市場占有率，
③取引の相手方，のいずれかを実質的に制限す
ることによりその対価に影響することとなるも
の，を行った場合に課徴金の対象となる旨規定
され，課徴金の対象範囲が拡大された。
30）もちろん３条後段との関係で主張された存在意
義もあったが，これらは今日において説得的で
なくなっていることは，前記Ⅳ１のとおりである。
 （2005年10月31日受付）
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